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事業名

　事業の概要(計画申請時)
　①目的・効果
　②交付金を充当する経費内容
　③積算根拠（対象数、単価等）
　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業費
うち、交付金

充当
事業開始
年月日

事業完了
年月日

実施状況・実績 効果検証 担当課

1
電力・ガス・食料品等価格高騰
重点支援給付金【物価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯
4300世帯×70千円
事務費　　5020千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵
送料等）　人件費　その他　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（4300世帯）

268,530,486 268,530,266 R5.12.15 R6.5.31

給付金267,400,000円
（3,820世帯×70千円）

物価高が続く中で、低所得世帯へ給付金
を支給することにより、低所得者世帯の
方々の生活を支援することができた。

保健福祉課

2
物価高騰重点支援給付金（住民
税均等割のみ課税世帯）【物価
高騰対策給付金】

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支援を行うこと
で、住民税均等割のみ課税世帯の方々の生活を維持する。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　650世帯×
100千円
事務費　　420千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（650世帯）

62,428,586 62,428,586 R6.1.22 R6.7.5

給付金62,200,000円
（622世帯×100千円）

物価高が続く中で、住民税均等割のみ課
税世帯へ給付金を支給することにより、
住民税均等割のみ課税世帯の方々の生活
を支援することができた。

保健福祉課

3
物価高騰重点支援給付金（こど
も加算）【物価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得者の子育て世帯への支援を行うことで、
低所得者の子育て世帯の方々の生活を維持する。
②低所得者の子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の低所得者の子育て世帯の子ども　400人
×50千円
事務費　　64千円
事務費の内容　　[役務費（郵送料等）
④R５年度分の低所得者の子育て世帯の子ども　（400人）

18,122,172 18,122,172 R6.1.22 R6.7.5

給付金17,950,000円
（359人×50千円）

物価高が続く中で、低所得者の子育て世
帯へ給付金を支給することにより、低所
得者の子育て世帯の方々の生活を支援す
ることができた。

保健福祉課

4
地域経済活性化2024春のプレミ
アム商品券事業

①物価高騰の影響で低迷する地元消費を下支えし、地域経済の活性化
を図るためプレミアム商品券を配布します。
②町内に住所を有している世帯に対し、１世帯当たり一律12千円
　　　※住民税非課税世帯は対象外
③事業費78,993千円（うち一般財源23,993千円）
　　　商品券事業支援業務委託料76,174千円
　　　※73,200千円分商品券（6,100世帯×12千円）含む。
　　　通信運搬費2,819千円
④町内に住所を有する世帯（住民税非課税世帯を除く）

68,650,024 55,000,000 R6.1.22 R6.3.31

1セットの構成
500円券×24枚

発行実績冊数　5,352冊
発行実績額　64,224,000円
使用実績額　63,329,500円

5,352世帯へ商品券を発行することで６千
万円超の地元消費を促し、低迷する地元
消費を下支えし、地域経済の活性化につ
なげることができた。

商工観光課

5 学校給食費無償化事業

①物価高騰等による子育て世帯の経済的負担の軽減を目的に学校給食
費負担金を無償化する。
②令和5年10月から令和6年3月までの給食費負担金の減免費用
③総事業費65,284千円（うち一般財源48,590千円）
　　減免費用　28,573千円（うち一般財源11,879千円）
　　　内訳　園児13名×110日×250円≒358千円
　　　　　　　小学生630名×110日×250円＝17,325千円
　　　　　　　中学生330名×110日×300円＝10,8920千円
④園児及び小中学生の保護者

39,788,310 16,694,000 R5.10.1 R6.3.31

事業費39,788,310円 物価高騰等による子育て世帯の経済的負
担の軽減を目的に学校給食費負担金を無
償化したことにより、保護者の経済的負
担を軽減することができた。

学校教育課

合計 457,519,578 420,775,024


